
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 1

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　大船渡市の復興計画では、ＪＲ大船渡駅周辺地区は、津波からの安全性が確保され

るまちづくりを方針とし、防波堤、防潮堤の海岸保全施設を乗り越えてくる既往最大

津波に対して、宅地の嵩上げ等により浸水しないまちづくりを目指すこととしてい

る。

　このような多重防災型の津波防災対策に基づいた土地利用計画を策定するとともに

都市計画マスタープランも合わせた構想、計画を策定する。

○当面の事業概要

　＜平成24年度＞

　　都市計画現況調査、住民意識調査、土地利用構想策定

　＜平成25年度＞

　　津波シュミレーションに伴う災害危険区域等調査、用途地域見直し検討、緑の基

　　本計画策定業務

【平成25年度経費内訳】

　災害危険区域等調査、用途地域見直し検討、緑の基本計画策定業務

　事業費総額　　 　126,850千円

　内　訳

　　災害危険区域等調査　　97,167千円

 　 用途地域見直し検討　　17,073千円

　　緑の基本計画策定業務　12,610千円

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称



参考様式第１及び参考様式第４の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 2

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号 細要素事業名

大船渡駅周辺産業誘致・振興に向け

た調査事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

 

　東日本大震災により甚大な被害を受けた大船渡駅周辺地区は、震災前、当市の中心市街地を形

成していた。今後、震災前と同様、当地区を中心市街地として再生を図るため、土地区画整理事

業や津波復興拠点整備事業等を導入する予定である。

　一方、当市は、平成23年12月、国から環境未来都市の一つとして選定された気仙広域環境未来

都市の中心であり、平成24年５月、国から承認された気仙広域環境未来都市計画の柱の一つに、

超高齢化社会に対応したコンパクトシティ整備を掲げ、大船渡駅周辺地区を対象に検討を進めて

きた。

　これらのことから、当地区での魅力あふれるまちづくりを推進し、当市の早期復興に資するた

め、関連事業の調整及び連携を図るとともに、住民とのワークショップや関係団体等との協議を

通じて、まちのブランディング、新たなまちづくりのコンセプトづくりを行いながら、中心市街

地にふさわしい産業立地をはじめとして、低炭素なコンパクトシティの実現を目指すものであ

る。

①産業振興につながるまちづくりブランディング

②エリアマネジメントによる市街地再生プロジェクトの推進

③コンパクトシティを目指した機能配置等の検討

④環境未来都市実現に向けた民間企業との調整



参考様式第１及び参考様式第４の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 細要素事業名 大船渡市コミュニティバス事業

細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

(事業の概要)

　被災者向けコミュニティバスの実験運行による防災集団移転促進事業完了後の、交通弱者の移

動手段確保のための事業展開や震災後における市の公共交通体系の見直しを含めた方法を検討す

るとともに、本格運行の足がかりとする。

　また、運行はリアス式特有の地形的条件から道路勾配、道幅などの制約を受けることや小規模

高台移転地も多数想定されることから、小回りの利く８人乗り程度の電気自動車を含む普通自動

車によるものとする。経路は、高台移転地や仮設住宅と路線バスルートを接続することを基本と

し、現在、市が運行している患者輸送バスや小中学校のスクールバスとの調整を図る。

　なお、平成24年度は、アンケートやヒアリングによる需要調査などを行い、これまでの各種

データの蓄積も踏まえながら、その結果分析により社会実験の事業スキームを構築する。なお、

検討にあたり国の環境未来都市に選定されていることを考慮する。



参考様式第４の別添３

★ Ｄ 15 - 1 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号 細要素事業名 津波復興拠点整備調査事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

　津波からの安全性が確保されるまちづくりを方針とし、防波堤、防潮堤の海岸保全施設

を乗り越えてくる既往最大津波に対しても都市機能を維持するための拠点となる市街地を

整備するため、被災家屋、事業所等が最も甚大な大船渡地区について津波復興拠点整備事

業を導入することとしているが、大船渡地区以外の地区での導入の可否を調査、検討する

ものである。

　

＜平成24年度＞

大船渡地区以外での津波復興拠点の導入の調査、検討



参考様式第１及び参考様式第４の別添３

★ Ｄ 23 - 1 -

(事業の概要)

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 観光資源調査開発事業

細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　観光産業の早期再建を効率的に推進するため、震災後における市内の観光資源を調査

し、洗い出しを行い整理するとともに、その活用方法等について市内外から多くの意見や

アイデアをいただきながら、今後の地域ブランドの開発を目指す。

　なお、平成24年度はブランド調査の受託事業者の選出や工程の確認を行った後、フィー

ルド調査から着手する予定。

細要素事業名2



参考様式第１及び参考様式第４の別添３

★ 23 - 1 -

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号 細要素事業名 応急仮設住宅平林団地集会所設置事業

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

　被災者の住宅を確保するため応急仮設住宅を市内37団地、1,801戸を岩手県が整備、大船渡市が

維持管理している。

　50戸以上の団地は14団地となっており、そのうち13団地については、集会所が設置されてい

る。

　平林団地には集会所が設置されておらず、大田団地と隣接していることから、当初は大田団地

に設置した集会所を共同利用することとしていたものであるが、両団地を合わせて200戸を超えて

いることから、その利用が思うようにできない状況にある。

　そこで、平林団地に入居者の活動の拠点となる集会施設を設置し、コミュニティ活動を支援し

ようとするものです。

○当面の事業概要

　＜平成24年度～平成29年度＞

　　集会所の設置（リース）《１棟、39.6㎡》

3



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 4

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称

　津波で被災した赤崎中学校は、学区内に仮設校舎、仮設体育館並びに仮設校庭を整

備しているが、同校設置の屋外競技種目部の中で、ソフトテニス部が活動するテニス

コートの整備が急務となっている。

　本事業は、仮設テニスコートの整備を行うことで、生徒の就学環境の正常化を図る

ものである。

  なお、赤崎中学校学区では、防災集団移転促進事業が佐野、中赤崎、永浜、清水、

蛸ノ浦の５地区で計画されている。

委託費（事業費）（平成24年度）

　１．仮設テニスコート整備事業　　　　　　　　１，４００千円

【補足説明事項】

１．土地権利関係

　太平洋セメント㈱所有地、同社との間で土地使用貸借契約を締結

２．整備位置の妥当性

　赤崎中仮設校舎から約８kmの距離にあるが、次の点により当該地での整備が最

も有効であると判断

　①　基本的に男女2コート分の整備が必要であるが、土地所有者の太平洋セメン

    ト㈱の協力により、南側既存テニスコートを含めた敷地使用申出があり、１

    コートのみの整備で一体的な活動が可能であることから、機能性並びに経費

    面で有利

　②　移動は、通学支援スクールバスを利用することとし、移動にかかる新たな

    負担が発生しない。また、当該地は、赤崎町でも比較的居住世帯の多い地域

　③　学校並びに保護者からも、当該地での活動を希望

３．整備に関する補足

　①　トイレ

　　　近隣の事業所のトイレを使用する方向。

　②　防球ネットの高さ（１ｍ）

　　　整備地を含めた周囲一帯に、太平洋セメント㈱でフェンスを設置済。これ

    により最低限の防球ネットを整備することで対応可能。

（16）学校就学環境整備事業

赤崎中学校仮設テニスコート整備事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 3

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　復興交付金事業計画の申請管理、進行管理、基金管理の各業務を一元的に管理する

ことにより、土地区画整理事業を含む復興交付金事業全体を円滑に推進し、早期復興

を図るものである。

事業費（委託）（２５年度）

・復興交付金事業計画管理支援業務

　(1)　管理ツール導入・サポート　　　　　５３０，０００円

　(2)　管理ツールのカスタマイズ　　　１，４７０，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，０００，０００円･･････計

（１）市街地整備コーディネート事業

復興交付金事業計画管理支援事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 2 - 1

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　大船渡駅周辺地区は、津波からの安全性が確保されるまちづくりを方針とし、防波

堤、防潮堤の海岸保全施設を乗り越えてくる既往最大津波に対して、JR大船渡線付近

の嵩上げにより防潮堤機能を付加したまちづくりを目指すこととしている。

　このJR大船渡線付近の嵩上げ整備と地震による地盤沈下を解消することにより、産

業・商業振興が図れる安全な市街地が形成されることから、被災市街地復興土地区画

整理事業を速やかに実施し、中心市街地を復興させるため、基幹事業と連動しながら

効果促進事業を実施する必要がある。

　本事業では、換地設計、宅地整地設計を実施するものである。

【経費内訳】

　換地設計、宅地整地設計

　事業費総額　　 　480,000千円

　内　訳

　　１ 換地設計　　420,000千円

 　 ２ 造成設計　　 60,000千円

　＜平成25年度＞

　　換地設計　　   420,000千円

　＜平成26年度＞

　　造成設計　　    30,000千円

　＜平成27年度＞

　　造成設計　　    30,000千円

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

被災市街地復興土地区画整理事業（効果促進調査事業）

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 7 - 1

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　

　　本事業は、防災集団移転計画地近隣の配水管口径が細く、管路末端及び高台の

　水圧低下が予測されることから、配水管の整備を行うものである。

　

　【事業概要】

　　防災集団移転促進事業（小河原地区）の水道施設整備に伴う

　　　測量設計業務

　　　配水管布設工　　　Ｌ＝980ｍ、ダクタイル鋳鉄管（DIP）φ150ｍｍ

　　　不断水分岐工　　　φ150

      付帯工　　　　　　給水管切回し

　【経費の内訳】

　　　測量設計　　　　１式　　10,000千円

　　　配水管布設工　　980 ｍ×46 千円/ｍ　＝　45,080千円

　　　不断水分岐工　　１箇所　 4,970千円

　　　付帯工　　　　　１式　　 1,630千円

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

防災集団移転関係水道施設整備事業（小河原地区）

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の

事業名称


















































































